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 戦没者を慰霊し、平和で戦争のない世界を目指して、 

沖縄県の持続的発展に寄与する活動を続けている 

公益財団法人沖縄協会に御寄付をお願いします 

 

 

                                              公益財団法人沖縄協会 

                                               会 長 野 村 一 成 

 

１ 沖縄平和祈念堂維持管理に係る御寄付のお願い 

 皆様には公益財団法人沖縄協会(以下「沖縄協会」)

の活動に御理解と御支援をいただきありがとうござ

います。 

 沖縄協会は設立目的である、沖縄県の健全な発展及

び沖縄県の幸福な社会の形成に資する事業を行うと

ともに、戦没者を追悼し恒久の平和を念願して建設された沖縄平和祈念堂の管理運営に関

する事業を推進し、もって平和で豊かな沖縄県の建設に寄与するためこれまで業務に精励

しています。 

沖縄協会はこれまで、平和祈念堂維持管理については、経費節減による修繕費捻出、運

用財産の取崩し等で対応してまいりました。建設以来 40 年を超えた沖縄平和祈念堂は、

最近、経年劣化による補修工事が多く発生しており継続してその予算を確保する必要があ

りますが、資産運用収入や入館料などの収入減のため、沖縄協会のみの努力では予算確保

に限界がきており、その維持管理が厳しくなっています。今後とも沖縄協会では経費節減

に努めていく所存でございますが、平和祈念堂の安定した管理運営のため、この度、皆様

に御寄付をお願いすることになった次第であります。どうか、このような状況を御理解い

ただき、皆様の御支援御協力をお願い申し上げます。 

御寄付いただける場合は、同封いたしました振込用紙をご利用ください。 

 

沖縄平和祈念堂は、沖縄県民をはじめ全国民の平和願望、戦没者追悼の象徴として建設

され、堂内にはそのシンボルとして平和祈念像が安置されています。この平和祈念像は、

沖縄県下の各市町村及び学童による募金活動の支援を受けて、沖縄が生んだ傑出した芸術

家故山田真山氏が 18 年余の歳月をかけて原型を製作しました。このほかにも北海道出身

の故西村計雄画伯が平和への想いを込めて制作した「戦争と平和」(20 点連作、各 300 号)

が堂内の壁面に掲げられ、美術室には祈念堂の理念に賛同された県内外の有名画家の大作

が展示されています。敷地内には彫刻家佐藤忠良氏制作による「少年」の像やライオンズ

クラブ国際協会 337 複合地区から寄贈された「平和の鐘」が設置されています。平和祈念
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堂は、沖縄平和祈念像と寄贈品が一体となって、開堂以来、戦没者の慰霊と世界の恒久平

和の発信を続けています。これまでのそしてこれからの当協会の活動について改めまして

ご理解をいただき特段のご配慮をお願いします。 

 

２ 沖縄協会の主な事業 

 沖縄協会の主な事業を紹介します。 

 当協会では、沖縄県の健全な発展及び沖縄

県の幸福な社会形成に資する事業として、「公

益財団法人沖縄協会沖縄研究奨励賞(以下「奨

励賞」)」を設け沖縄を対象とした将来性豊か

な優れた研究を行っている 50歳以下の新進研

究者に贈呈し、沖縄の地域振興及び学術振興

に貢献する人材を発掘し、育成してまいりま

した。平成 30 年度までに 102 件(94 個人、8    第 40 回(平成 30 年度)沖縄研究奨励賞受賞者 

グループ)が受賞しています。また、沖縄女性のため、社会的に意義のある優れた事業に助

成する「金城芳子基金」を設け 24 件(9 個人、15 グループ)にその活動を支援、地域の生活

文化の発展に寄与するため「琉球大学家政学科同窓会基金」を設け 10 件(5 個人、5 グル

ープ)に調査研究及び活動を支援しています。

そして、沖縄県外の都道府県において働きな

がら学ぶ沖縄県出身青少年の健全育成のため

勉学支援金を給付しており、支援受給者は平

成 30 年度までに 1132 人となっています。さ

らに、沖縄県豆記者交歓会が主催する東宮御

所及び国会内での交歓会に協力し児童生徒の

健全育成に寄与しています。 

                          第 38 回こどもまつり 

 次に、沖縄平和祈念堂の管理運営に関する

事業として、沖縄全戦没者追悼式(主催沖縄県)

を共催し、こどもまつり(5 月)、ぬちぬぐすー

じさびらコンサート in 摩文仁「モーツァルト

レクイエムコンサート」(6 月)、沖縄全戦没者

追悼式前夜祭(6 月)、摩文仁火と鐘のまつり

(12 月)を主催し、戦没者を追悼し平和を祈念

する平和祈念堂の理念の普及に努めてまいり

ました。また、小中高校が修学旅行等で平和祈    モーツァルトレクイエムコンサート 
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念堂を訪れ実施する平和教育が円滑に行われる

よう平和祈念堂建設趣旨説明や沖縄戦記録映画

の上映等により協力してきました。また、各種

団体が行う慰霊祭・演奏会・諸行事へ会場提供

し世界の恒久平和を願う平和祈念堂理念の普及

に努めています。 

 

第 39 回摩文仁火と鐘のまつり 

 

 

※ 寄附金の税制上の優遇について 

当協会に支出した寄附金は下記⑴、⑵いずれか有利な控除を受けることができます。 

⑴ 寄附金控除 

当協会に対する寄附金は、所得税法第 78 条該当の寄附金控除（又は法人税法第 37

条該当の特別損金算入限度額の寄附金として損金算入）の対象寄附金です。 

 ⑵ 公益社団法人等寄附金特別控除 

上記の金額は、当法人の行う特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金として受

領した金額であり、租税特別措置法施行令 26 条 28 の２及び租税特別措置法 41 条 18

の 3 に規定する特定非営利活動に係る事業に関連する寄附に係る支出金に該当するこ

とを証明いたします。(別紙参照) 

  寄附金の支出による税制上の優遇措置の適用を受けるためには、受領証が必要となり

ます。沖縄協会では、寄附金受領後受領証を発行いたしますので、控除手続きに活用く

ださい。受領証は相当期間大切に保存してください。 

 

 

  ※※ お問い合わせ先 

 〒101-0052  東京都千代田区神田小川町 3-7-3 文栄小川町ビル 3 階 

        電話：０３－５２８３－５１１１ 

       FAX：０３－３２１９－１５５０ 

 〒901-0333 沖縄県糸満市摩文仁 448-2 

       電話：０９８－９９７－３０１１ 

       FAX：０９８－９９７－２６７８ 
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別 紙 

 

① 公益法人に寄附をした個人に対する税制優遇 

  

★所得税 

 所得税について、以下の優遇があります。 

 
    ［根拠条文：所得税法第 78条、租税特別措置法第 41条の 18の 3］ 

  

★個人住民税 

個人住民税について、都道府県又は市区町村が条例により指定した寄附金（公益法

人に対する寄附金等）は、以下の金額が個人住民税の額から控除されます（税額控

除）。 

    ア 都道府県が条例指定…（寄附金額－２，０００円）×４％ 

    イ 市区町村が条例指定…（寄附金額－２，０００円）×６％ 

      ⇒重複指定であれば、（寄附金額－２，０００円）×１０％ 

   ［根拠条文：地方税法第 37条の 2］ 

  

★相続税 

相続税について、個人が相続財産を公益法人に贈与した場合、非課税となります。 

 ※ただし、当該贈与を受けた法人が、当該贈与から２年を経過した日までに非課税

措置対象法人でなくなった場合、また、当該財産を同日においてなおその公益を目

的とする事業の用に供していない場合には、課税対象となります。 

  ［根拠条文：租税特別措置法第 70条］ 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S40/S40HO033.html#1000000000000000000000000000000000000000000000007800000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO026.html#1000000000000000000000000000000000000000000000004101800300000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S25/S25HO226.html#1000000000000000000000000000000000000000000000003700200000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO026.html#1000000000000000000000000000000000000000000000007000000000000000000000000000000
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 ★みなし譲渡所得課税 

みなし譲渡所得課税について、個人が財産を公益法人に贈与した場合、その贈与が

教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄

与することなど一定の要件を満たすものとして国税庁長官の承認をうけたときは、

非課税となります。 

 

※ただし、当該贈与を受けた法人が、当該贈与から２年を経過した日までに当該財

産を公益目的事業の用に直接供さなかったときは、承認は取り消され、課税対象と

なります。 

  

  ［根拠条文：租税特別措置法第 40条］ 
 

② 公益法人に寄附をした法人に対する税制優遇 

  

★法人税 

法人税について、法人が支出する寄附金は、その法人の資本金等の額、所得の金額

に応じた一定の限度額までが損金に算入されます。 

このとき、公益法人に対する寄附については、一般寄附金の損金算入限度額とは別に、

別枠の損金算入限度額が設けられています。 

 

 
    ［根拠条文：法人税法第 37条］ 
 

 

 

  

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO026.html#1000000000000000000000000000000000000000000000004000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S40/S40HO034.html#1000000000000000000000000000000000000000000000003700000000000000000000000000000
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沖縄平和祈念公園の中心施設として構想された平和祈念堂 

 

糸満市摩文仁の地に平和祈念公園をつくり恒久平和を希求する中心施設として

平和祈念像を安置した平和祈念堂を建設するという沖縄平和祈念公園建設事業が

計画され、当該計画の推進母体として昭和 40 年 2 月に㈶沖縄平和公園建設協会が

設立されました。昭和４1 年 12 月建設協会大濱信泉会長代行(沖縄協会の前身であ

る特殊法人南方同胞援護会会長(当時))が、平和祈念公園建設を国家事業として行

うよう国に要請し、調整の結果、南方同胞援護会が国の業務委託により事業調査を

行うことになり、当該事業が前進しました。平和祈念公園建設は事業調査報告の後、 

琉球政府事業と位置付けられ沖縄県が日本国に復帰するとともに沖縄県事業と継

承されました。その過程の中で、平和祈念像が仏像を彷彿させ、「憲法第８９条 公

金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のた

め、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、

又はその利用に供してはならない。」の規定に抵触するのではないかとの疑義が生

じました。幾多の議論を重ねた末、当時この問題を解決する妙案がなく、沖縄平和

祈念堂は平和祈念公園に沿い摩文仁の丘を望む現在地に建設協会によって建設さ

れました。建設には、国民の寄付金、自転車振興会補助金、沖縄県補助金、自己資

金及び借入金が当てられました。その後、公益財団法人沖縄協会がその一切の権利

義務を引継ぎ、現在、沖縄平和祈念堂の維持管理を行っております。 

 沖縄協会では、今後とも、国、沖縄県等の地方公共団体、国民の皆様と心を一つ

にし、戦没者追悼及び世界恒久平和の発信を続けてまいります。 

 

 

 

 

  


